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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

少額減価償却資産の損金算入の時期 

 

≪内容≫ 

関与先のＡ社は、事務機器メーカーである甲社の子会社ですが、この度小売業者向けにクレジットカ

ードの決済端末機のレンタルの事業を開始することになりました。 

このレンタルするカード決済端末機は、すべて甲社から購入することになりますが、この場合、レン

タルするカード決済端末機は、Ａ社においては減価償却資産となるのでしょうか。ほとんどの端末機は、

１単位当たりの取得価額は１０万円未満であることから、少額減価償却資産の損金算入制度により、甲

社からの購入時において、その購入価額を一括して損金算入できるのでしょうか。 

 

『答』 

Ａ社におけるカード決済端末機に係る少額減価償却資産の損金算入制度の適用は、甲社からの購入時

ではなく、事業供用日すなわち最初にレンタルした日を含む事業年度において損金経理をすることによ

り、適用可能となるものと考えられます。 

 

（解説） 

１ 一般的にレンタル資産に係る少額減価償却資産の損金算入の規定の適用に当たっては、そのレンタ

ル資産の事業供用日の判定が重要となります。すなわち、未だ事業の用に供していない資産は、法人

税法上の減価償却資産に該当しませんから、減価償却の開始時期は、その資産を事業の用に供した日

となりますが、「耐用年数が１年未満のもの又は取得価額が１０万円未満のもの」に係る少額減価償

却資産の損金算入の規定（法令１３３条）、「取得価額が２０万円未満のもの」に係る一括償却資産の

損金算入の規定（法令１３３条の２）並びに「取得価額が３０万円未満のもの」に係る中小企業者等

の少額減価償却資産の即時償却の規定（措置法６７の５①）のいずれも、事業の用に供した事業年度

において適用することができることとされています。 

２ ところで、レンタル用資産の事業供用日は、そのレンタル資産の特性によって異なるものと考えら

れます。 

お尋ねのケースのレンタル資産であるクレジットカードの決済端末機についてみると、カード決済 
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端末機のレンタル事業に係る貸与資産としての事業供用日については、甲社からの購入時ではなく、

最初に顧客にレンタルした時と認められます。 

したがいまして、Ａ社におけるカード決済端末機に係る少額減価償却資産の損金算入の規定の適用

についても、購入時ではなく、事業供用日すなわち最初にレンタルした日を含む事業年度において損

金経理をすることにより、適用可能となるものと考えられます。 

３ さらに、レンタル資産であるカード決済端末機を減価償却資産とした場合の耐用年数について検討

しますと、貸与している減価償却資産の耐用年数は、耐用年数別表において貸付業用として特掲され

ているものを除き、原則として、貸与を受けている者の資産の用途等に応じて判定することとされて

います（耐通１－１－５）。 

  この「耐用年数別表において貸付業用として特掲されているもの」としては、車両及び運搬具の「運

送事業用、貸自動車業用又は自動車教習所用の車両及び運搬具（前掲のものを除く。）」のほか、器具

及び備品の「生物」の「植物」のうちの「貸付業用のもの」に限られますから、これに該当しない場

合には、賃貸資産の賃借人における用途等を勘案して耐用年数を決定すべきこととなります。 

  そうしますと、レンタルしたカード決済端末機は、賃借人においてクレジットカードの決済に際し、

クレジット会社とのオンラインシステムにおける端末機器として使用されるものと認められますか

ら、耐用年数省令別表第一の「器具及び備品」の「２事務機器及び通信機器」の「その他の事務機器」

に該当するものとして、耐用年数５年を適用するのが相当と考えられます（耐通２－７－７）。 
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